
令和６年２月市議会 総務委員会資料

第２号議案 令和５年度長崎市一般会計補正予算（第１３号）

《２款 総務費 ３項 戸籍住民基本台帳費 １目 戸籍住民基本台帳費》

〔歳出及び繰越明許費の補正〕

戸籍システム運営費 ‥・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 ～ 8

住民記録系システム運営費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 ～ 8

コンビニ交付システム運営費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2～ 8

市 民 生 活 部

中央総合事務所

令和６年２月

目次 ページ
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令和5年6月9日付けで戸籍法等が改正され（令和7年5月頃施行予定）、戸籍や戸籍の附票等への氏名の振り
仮名の記載が定められたことから、その改正に対応するために戸籍システム、戸籍附票システム、住民記録シ
ステム及びコンビニ交付システムを改修するもの。

国の1次補正予算成立に伴い、国庫補助が認められ、戸籍や戸籍の附票等への氏名の振り仮名記載のために
必要となるシステム改修の内容が確定したため、システム改修に係る予算を増額補正するもの。

１ 事業目的

２ 補正内容

項 目 内 容 事業費

委託料
・氏名の振り仮名記載等に係る戸籍システム改修業務委託 3,212千円

・氏名の振り仮名記載等に係る戸籍附票システム改修業務委託 3,817千円
7,029

単位：千円
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予算説明書
事 業 名 補正額

ページ 款 項 目 番号

28～29
２

総務費
３

戸籍住民
基本台帳費

１
戸籍住民
基本台帳費

1-1 戸籍システム運営費
千円

７，０２９

1-2 住民記録系システム運営費
千円

１３，３７９

1-3 コンビニ交付システム運営費
千円

１，８８１

合計
千円

２２，２８９



２ 補正内容

項 目 内 容 事業費

委託料

氏名の振り仮名記載等に係る住民記録システム改修業務委託 13,379

氏名の振り仮名記載等に係るコンビニ交付システム改修業務委託 1,881

※戸籍システム、戸籍附票システム、住民記録システム、コンビニ交付システム

３ 事業スケジュール（予定）
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令和5年度 令和6年度

3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

システム改修(※)
完了契約

単位：千円

要件定義、設計、環境構築、テスト等



区 分 事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金※1 県支出金 地方債 その他※2 一般財源

当初予算
千円

２１，１５４
千円
－

千円
－

千円
－

千円
１，７５６

千円
１９，３９８

２月補正 ７，０２９ ７，０２９ － － － －

補正後 ２８，１８３ ７，０２９ － － １，７５６ １９，３９８

４ 財源内訳
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戸籍システム運営費

住民記録系システム運営費

区 分 事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金※1 県支出金 地方債 その他※3 一般財源

当初予算
千円

２１，８５６
千円
－

千円
－

千円
－

千円
７，３３６

千円
１４，５２０

２月補正 １３，３７９ １３，３７９ － － － －

補正後 ３５，２３５ １３，３７９ － － ７，３３６ １４，５２０

※1 社会保障・税番号制度システム整備費補助金 補助率 事業費（22,289千円）の10/10
※2 戸籍証明手数料 ※3 住民票証明手数料 ※4 コンビニ交付戸籍証明手数料など

コンビニ交付システム運営費

区 分 事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金※１ 県支出金 地方債 その他※4 一般財源

当初予算
千円

２７，８４５
千円
－

千円
－

千円
－

千円
２４，６０６

千円
３，２３９

２月補正 １，８８１ １，８８１ － － － －

補正後 ２９，７２６ １，８８１ － － ２４，６０６ ３，２３９



参 考

氏名の振り仮名の法制化による今後のイメージ

氏名の振り仮名が公証され、様々なサービスにおいて本人確認事項として利用することが可能に
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総務省「氏名の振り仮名法制化に伴う住民記録・印鑑登録・戸籍附票システム標準仕様書の検討」より抜粋



氏名の振り仮名の収集と戸籍への記載の流れ

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

施行日
（R7.5月頃予定）

施行日から1年
（R8.5月頃予定）

職権記載開始

仮の振り仮名
記載

仮登録

仮登録

振り仮名届

振り仮名届

出生届

出生届

職権記載

準備期間

職権で記載する振り仮名情報
を準備期間中に戸籍システム
に仮登録する

既に戸籍に
記載されて
いる者

準備期間中に
初めて戸籍に
記載される者

施行日以降に
初めて戸籍に
記載される者

仮登録

職権で記載する予定の
振り仮名を本籍人に通知

参 考
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戸籍法等の改正に伴うシステム改修委託が年度内に完了しない見込みであるため。

（完了予定時期 令和7年3月）

２ 繰越事由

戸籍や戸籍の附票等に氏名の振り仮名を記載する制度に対応するために、戸籍システム、戸籍附票システム、
住民記録システム及びコンビニ交付システムを改修するもの。

１ 事業概要

予 算 説明書 【 繰 越 明 許費 】
事 業 名 繰越明許額

ページ 款 項 目

46～47
２

総務費
３

戸籍住民
基本台帳費

１
戸籍住民
基本台帳費

戸籍システム運営費
千円

７，０２９

住民記録系システム運営費
千円

１３，３７９

コンビニ交付システム運営費
千円

１，８８１

合計
千円

２２，２８９
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金 額
財 源 内 訳

国庫支出金※1 県支出金 地方債 その他※3 一般財源

２月補正後
予算現額

千円
３５，２３５

千円
１３，３７９

千円
－

千円
－

千円
７，３３６

千円
１４，５２０

支出予定額 ２１，８５６ － － － ７，３３６ １４，５２０

繰越明許額 １３，３７９ １３，３７９ － － － -

３ 財源内訳
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金 額
財 源 内 訳

国庫支出金※1 県支出金 地方債 その他※4 一般財源

２月補正後
予算現額

千円
２９，７２６

千円
１，８８１

千円
－

千円
－

千円
２４，６０６

千円
３，２３９

支出予定額 ２７，８４５ － － － ２４，６０６ ３，２３９

繰越明許額 １，８８１ １，８８１ － － － －

金 額
財 源 内 訳

国庫支出金※1 県支出金 地方債 その他※2 一般財源

２月補正後
予算現額

千円
２８，１８３

千円
７，０２９

千円
－

千円
－

千円
１，７５６

千円
１９，３９８

支出予定額 ２１，１５４ － － － １，７５６ １９，３９８

繰越明許額 ７，０２９ ７，０２９ － － － －

戸籍システム運営費

住民記録系システム運営費

コンビニ交付システム運営費

※1 社会保障・税番号制度システム整備費補助金 補助率 事業費（22,289千円）の10/10
※2 戸籍証明手数料 ※3 住民票証明手数料 ※4 コンビニ交付戸籍証明手数料など


